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研究成果の概要（和文）：本研究では、自然（災害）科学の研究成果として公開が進むハザード

情報が、「行政やプランナー、地域住民からどのように受け止められ」、「今後の都市計画制度や

防災まちづくりに如何に反映されるべきか」について、地震災害を中心に、重層的リスク・コ

ミュニケーションをキー概念に据えて、人口減少期を迎えた我が国の市街化動向を踏まえた検

討を行い、（1）地域コミュニティにおけるリスク・コミュニケーションと行動変容の課題と、

（2）自治体内リスク・コミュニケーションを核とする防災都市計画の実態を明らかにした。 

 

研究成果の概要（英文）：Focusing on a seismic hazard, we studied the present conditions of 

comprehension and utilization of hazard information in the process of urban planning and 

community development. Two main research targets are 1) risk communication and 

behavioral modification of residents in a local community and 2) municipal planning for 

disaster mitigation based on the intra-government risk communication. 
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１．研究開始当初の背景 

 筆者らの従来研究から、自然（災害）科学
の研究成果として各種のハザード（特に地震
災害）情報が積極的に公開されるようになっ
た一方で、自治体の都市計画・地域防災部局
における政策立案･計画策定ではこれらの情
報利用は十分ではなく、両者がうまく連動出
来ていない実態が浮かび上がっていた。また、
自主防災組織の平均的災害対応力も、一部地

域を除いて低位に留まっていた。そこで、行
政職員やプランナー、地域住民は、ハザード
情報をどのように受け止め理解しているのか
について実態を把握し、今後の都市計画制度
や防災まちづくりへの反映方策を検討する必
要性が高まっていた。 

その際には特に、災害リスクの評価・伝達・
認知・理解を経て防災対策・減災行動へと繋
げる諸活動を、（1）多様な主体相互間で、（2）
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複数のルートやメディアを通じて、（3）相互
確証やフィードバックが出来るように実現し
ていく必要があると考え、これを「重層的リ
スク・コミュニケーション」と呼び、研究の
キー概念に設定した。 

 

２．研究の目的 

具体の研究目的は、住民（組織）における
「地域コミュニティにおけるリスク・コミュ
ニケーションと行動変容」の実態の把握と、
諸政策の策定・実施主体である「自治体内リ
スク・コミュニケーションを核とする防災都
市計画」の現状と課題の明確化の２点である。 
 なお、2011年3月11日に発生した東日本大震
災は、人々の災害イメージや防災意識、災害
対策の基本方針を一変させ、コミュニケート
すべきリスク内容をも大きく変えてしまった。
さらに、津波シミュレーション結果を踏まえ
た災害危険区域の指定や高台移転への住民合
意などの場面では、改めて「重層的リスク・
コミュニケーション」のあり方が問われてお
り、本研究目的も3.11後の社会状況を前提と
する方向に拡大修正をした。 
 
３．研究の方法 

 上記二つの研究目的に対して、下記のよう
な調査課題を設定し、文献・報道・統計等の
資料収集・分析を踏まえた現地調査を行うと
ともに、住民（自主防災組織）・自治体職員に
対するアンケート調査を実施した。 

(1)地域コミュニティにおけるリスク･コミュニケー
ションと行動変容 
①地域防災力評価システムのアクセス解析

と利用実態調査 
②地域コミュニティ(住民組織)の防災力高

度化モデル 
③地域コミュニティによる外部資源や情報

の獲得・活用実態調査 

(2)自治体内リスク・コミュニケーションを核とする
防災都市計画 
④自治体レベルでの地震ハザード情報の受

発信・利活用状況の把握 
⑤ハザード情報の公開と土地利用変化の関

連性分析 

 研究途上で東日本大震災が発生し、地震・
津波ハザードの想定、リクス水準と発生頻度
の設定、シミュレーションの利用方法等に関
して全国規模の再検討が進行中である。加え
て被災地では、復興計画の中核として高台移
転や現地再建の事業化に向けて、津波リスク
に対応した災害危険区域の指定や移転等に関
わる住民合意の形成が現実の土地利用計画上
の課題となっている。そこでこれらの課題を
も視野に入れて「重層的リスク・コミュニケ
ーション」の実態を検証するため、被災状況
や復興過程に即して研究計画の調整を図った。

当初課題としていた「災害リスクの評価・伝
達・認知・理解を経て防災対策・減災行動へ
と繋げる諸活動」自体が復興まちづくりの現
場レベルで揺れているため、その現場に参画
しながらアクションリサーチ的研究を行うと
いう方法も必要に応じて採用した。 

 
 

４．研究成果 

(1)地域コミュニティにおけるリスク･コミュニケー
ションと行動変容 

 まず、地域防災力評価システムの利用実態
調査では、同評価システムの機能拡充・使い
勝手向上を図りつつ web GIS へのアクセス
解析を進めていたが、東日本大震災の発生を
うけて、津波災害に対応した地域防災力評価
の考え方を取り入れた再設計が必要となり、
システム用件の見直しを行った。システムの
更新と新機能の実装は今後の課題である（一
部は論文⑨～⑪に反映）。 

 次に、地域コミュニティ(住民組織)の防災
力高度化モデルを検討するため、仙台市全町
内会の防災力現況データの構造分析を進め、
組織類型化を行って論文⑯⑬として公表した。
さらに、調査対象を旧白石・大崎・石巻市に
も拡大し、県内の地域間比較を試みた（発表
⑳⑱⑰）。さらに2011年度には、3.11東日本大
震災に対する町内会（自主防災組織）の対応
実態調査を仙台市消防局と共同実施し、組織
類型化と防災力水準の概念モデルを高度化す
るための基礎データを追加収集した。 



 

 第3に、地域コミュニティによる外部資源や
情報の獲得・活用において、特徴的な活動を
進めている事例として、仙台市内の先進町内
会に加え、岩手宮城内陸地震の被災地（耕英・
花山地区等）にも着目し事例調査を進めた。
2011年度以降は、避難所や仮設住宅の運営や
復興まちづくり現場で「地域と行政との協働、
研究者の関与、NGO・NPO 団体との連携」
等の面で新たな動きも見られたため、それら
の実態把握と事例収集にも着手した。以上の
成果は、毎年度末に「災害に強いコミュニテ
ィのための市民フォーラム」を実施して一般
公表するとともに、仙台市地域防災リーダー
養成講座のカリキュラムにも反映されている。 
 
 

 

(2)自治体内リスク・コミュニケーションを核とする
防災都市計画 

 まず、自治体レベルでのハザード情報の受
発信・利活用状況の把握を行うため、2009年
度に国交省と連携して、全国規模の市町村ア
ンケート調査を実施した。この調査では、1999
年調査票と同様の設問を含めることで、経年
変化を把握できた。10年前と同様「防災上、
市街化を抑制すべき地域はない」と答える自
治体は7割近いが、一部に「今後抑制すべき
地域がある、過去に抑制すべきだった地域あ
った」と答えた自治体の割合が僅かではある
が増加していることが確認できた（報告⑩⑫）。 

 また Wellington 市等における活断層ゾー
ンの線引き見直しの事例と活断層指針の普及
実態を調べるため、New Zealand での現地調
査を実施し(2010.2.11～19)、斜面災害指針
（2007）の情報を新たに入手した。ハザード
情報と計画制度に関する専門職への意識調査
や活断層・斜面災害指針の普及動向を把握す
る方策を検討中に両国で Christchurch 地震
（2011.2.22）と東日本大震災が発生し、現地
調査機関 GNS との連携実査は先送りとなっ
たものの、調査成果は学会や研究会で報告討
論を行った（報告⑧～⑯）。



 

 最後に、ハザード情報の公開と土地利用変
化の関連性分析の対象地域として、従来から
着目していた西宮市・横須賀市・松本市・福
岡市（警固断層）に加え、徳島県活断層条例
の動向に着目し、情報収集と条例制定過程の
検討に着手している。また、全国的な津波リ
スクの再評価や津波防災まちづくり法の制定
を踏まえて、東海・東南海・南海地震の被害
想定の情報を把握できるよう、調査方針を再
構築した上で静岡県や高知県等での政策動向
をフォローしている。さらに、震災後に改め
て成果検証がなされつつある防災教育は、住
民と専門家間でのリスク・コミュニケーショ
ンの一形態でもあり、東日本大震災後の学校
防災（論文①②⑨⑩）や復興まちづくりにお
ける実態（論文③～⑥）を整理報告した。 
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